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1．はじめに
　監査基準・第三実施基準一3は、監査人は、自己の意見を形成するに足る基礎を得るために、十
分かつ適切な監査証拠を入手しなければならないと規定している。監査とは、経営者が作成した財務
諸表に記載された財務情報が、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（Generally　Accepted
Accounting　Standards，　GAAP）にどの程度準拠して作成されているかについて監査人が立証し、そ
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の結果を意見として表明する活動である。
　監査は、その実施過程において入手した監査証拠に基づいて、財務諸表に記載された財務1青報の適
正性を判断する立証活動であるため、財務情報の適正性を判断する材料としての監査証拠の入手は必
要不可欠である。しかしながら、監査証拠の性質はさまざまであるため、その入手については監査証
拠の性質に応じた方法によらなければならない。
　そこで、本稿では、監査証拠の入手方法を3つの形態に分けたうえで、監査意見形成の基礎との関
連について考察することにする。
　なお、本稿では、監査証跡と監査証拠という用語を使い分けているが、広く財務諸表項目を立証す
るために監査人が入手するあらゆる資料を監査証跡とよび、財務諸表の特定の項目を直接的または問
接的に立証する資料を監査証拠とよぶことにする。
2．財務諸表項目の監査における監査証拠
（1）財務諸表項目の直接的立証
　財務諸表監査の目的は、企業が公表する財務諸表、正確には財務諸表に記載された財務情報が
GAAPにどの程度準拠しているか、すなわち財務情報のGAAPへの準拠性を検証し、最終的にその
準拠の程度に関する意見を表明することである。この場合、監査の対象は財務諸表に記載された財務
情報であり、立証すべき監査上の命題は当該財務諸表のGAAPへの準拠性である。このため、この
監査は財務諸表にふくまれる「財務情報のGAAPへの準拠性の検証」1という性格を有することにな
る。こうしたことから、財務諸表項目の監査においては、財務諸表を構成する各財務諸表項目の
GAAPへの準拠性を直接的に立証する監査証拠を入手して、当該財務諸表項目を立証することにな
る。各財務諸表項目のGAAPへの準拠性を直接的に立証する監査手続2、とくにその実在性の検証
1　今日の財務諸表監査は、「企業活動の妥当性の検証」という性格も有しているが、総じて「財務情報のGAAPへの
準拠性の検証」という性格となっている。財務諸表監査の性格が、「財務情報のGAAPへの準拠性の検証」だけから
　「企業活動の妥当性の検証」という性格もふくむように変化したのは、平成元年以降の監査基準の改訂によって、不
正に対する監査、継続企業の前提についての監査、および内部統制に関する監査が財務諸表監査に導入されたからで
ある。これにより、「財務情報のGAAPへの準拠性の検証」だけではない監査、すなわち「企業活動の妥当性の検証」
　という監査が導入された。詳細は長吉〔2012b〕第1部第5章を参照されたい。
2　ほとんどの監査論の著書は、監査技術（audit　techniques）と監査手続（audit　procedures）とを理論的に区別して
説明している。すなわち、監査技術とは監査証拠を入手するために監査人が利用する用具であり、監査手続とは特定
の監査の特定の局面において特定の監査技術を選択した結果であるとしている。
　　たとえば、現金預金の財務諸表項目の監査において、その残高の妥当性という監査要点の検証には、実査・質問・
証懸突合・帳簿突合・確認・分析的手続などの選択肢がある。これらはいずれも監査人が利用できる監査技術である。
監査技術とは、こういう監査実施上の用具であり、現金預金の残高の妥当性を検証するためのメニューである。これ
　に対して、監査手続とは、A会社の本社の現金預金の財務諸表項目の監査という具体的な場合において、たとえば、
　それは重要性が高いので実査・証愚突合・帳簿突合・確認や分析的手続も実施すると決定した場合の監査技術の選択
の結果である。したがって会社や事業所が異なれば、この組合わせも異なることになる。たとえばA会社のB事業
所の現金預金の期末残高の妥当性の検証に際しては、実査という監査技術と証愚突合という監査技術だけで行うとか、
A会社のC事業所の現金預金はきわめて少額であるから帳簿突合だけでよいとかというように、それぞれの監査局
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のために用いられる監査手続は、実査、立会、確認という個別監査手続3が中心である。個別監査手
続は、企業から独立した情報源から入手した具体的な事実としての監査証拠と企業の会計記録とを照
合することによって、事実の面からその会計記録の当否や正否等を検証しようとする監査手続である。
個別監査手続は外部証拠を入手して会計記録を検証する手続であるため、「記録と事実の照合」とい
う性格をもち、またこのために、適用範囲は狭いが証明力の強い監査証拠を入手することができる。
「記録」が企業の会計記録であり、「事実」が企業の外部から入手した監査証拠である。個別監査手続
は事実を利用することから、会計記録の当否や正否等を直接的に立証することができる。このため、
貸借対照表科目の財務諸表項目の検証に用いられることが多い。また同じく事実を用いることからそ
の適用範囲は限られる。
　個別監査手続を適用するには、それを適用する対象が存在していなければならない。適用する対象
がない勘定科目には個別監査手続を適用することはできず、一般監査手続が用いられる。
　財務諸表項目の監査において、監査人が入手できる監査証拠は、個別監査手続を用いるか一般監査
手続を用いるかを問わず、財務諸表項目の確定計上を前提とした監査証拠であり、この点で会計上の
見積り（accounting　estimates）の監査の場合に監査人が入手する監査証跡と異なる。
（2）財務諸表項目の間接的立証
　財務諸表監査の目的は、企業の作成した財務諸表がGAAPへ準拠して作成されているか否かの検
証であるが、この監査に用いられる監査証拠には、財務諸表項目の直接的立証として機能する監査証
拠だけではなく、期末日前後の一定期間における取引を検証する取引記録の監査（Test　of（Recorded）
Transactions，　TOT）によって得られる監査証拠もある。これは、いわば、財務諸表項目の間接的な
立証に役立つ監査証拠である。ここで行われるTOTは財務諸表項目の監査の一環である。これが財
務諸表項目の監査の一環として行われるのは次の理由による。
面において選択される監査技術が異なるのである。このように、特定の監査の特定の局面において特定の監査技術を
選択した結果を監査手続というのである。
　ほとんどの監査論書は、監査技術と監査手続とを以上のように区別して説明している。しかし、昭和31年改訂の旧
監査実施準則はこれを区別せず、「監査手続とは職業的監査人が、財務諸表に対する自己の意見を保証するに足る合
理的な基礎を与えるため、証拠を求めて会計記録の正確性または妥当性を確かめること」であるとし、また平成14年
改訂前の旧監査実施準則三は、「監査人が選択・適用すべき監査手続には、実査、立会、確認、質問、視察、閲覧、
証愚突合、帳簿突合、計算突合、勘定分析、分析的手続等がある。」として、監査手続を広く解釈してそのなかに監
査技術をふくめていた。ここでは監査手続は監査技術をふくむ包括的な概念であり、監査業務において監査証拠を収
集する一切の行為であると考えられている。監査実施準則、したがって監査基準は一貫してこの立場を踏襲している
　ものであり、筆者も同意している。理論的・概念的には、監査技術と監査手続の区別は理解できるが、それを区別し
たところで理論的にも実務的にも得られるメリットは少なく、却って混乱させるだけである。したがって筆者の立場
は、監査基準の見解と同様に、監査手続とは監査技術をふくむ概念であるとするものである。
3　個別監査手続のうち実査と立会において監査人が検証するのは、現金・預金・受取手形を除き、有価証券・棚卸資
産・ゴルフ・スポーツクラブ等の会員権などの数量である。数量に乗じる単価は会社が採用しているそれらの払出方
法によって異なるため、単価の検証は受払表の検証となり、実査や立会実施の際ではなく期末の財務諸表項目の監査
のときに行う。なお、現金・預金・受取手形は数量と金額とが不可分であるため、これらは数量と金額が同時に検証
　される。以上、長吉他〔2011〕pp．100－101を参照されたい。
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　実査、立会、確認という個別監査手続は、監査対象の実在性を立証するのに非常に有効な監査手続
であり、それによって得られる監査証拠の証明力はあらゆる監査証拠のなかで一番強い。しかし、そ
の証明力は監査実施時点かつ監査実施範囲内における監査対象の存在を立証するに過ぎない。たとえ
ば、監査人が金庫内の現金を実査し、実査金額と現金出納帳の残高とが一致した場合、監査人は当該
現金の実在性に関しては相当の心証を得るであろう。しかし、それでもこの場合監査人が得る相当の
心証は、実査時点（監査実施時点）において金庫内（監査実施範囲内）に現金が存在したという実在
性であり、当該現金が企業の所有に属するという所有権、あるいは、企業の所有に属する現金が当該
金庫以外の場所にないかどうかという実査対象の網羅性までは検証できないのである。棚卸資産につ
いて行われる立会や、売掛金等について行われる確認も同様に、それによって立証できるのは監査実
施時点かつ監査実施範囲内における実在性である。
　したがって、監査人としては、これらの資産の所有権や網羅性は別途検証しなければならないが、
その検証は容易ではない。そこで監査人は、当該企業の所有権や網羅性を直接的に検証することの代
替手続としてTOTを行う。つまり、監査人は、資産の所有権や網羅性に疑義がある取引が行われて
いるか否かについて自らの心証を得るためにここでTOTを行うのであり、いわば財務諸表項目の適
正性に関する間接的な立証である。
　このTOTは、内部統制監査で行われるTOTと同様に期中の取引記録を監査対象とし、またその
方法も内部統制監査で行われるTOTとまったく同じであるが、内部統制監査におけるTOTとは異
なって、あくまでも財務諸表項目の適正性の立証、すなわち期末の勘定残高に不正または不当な取引
がふくまれていないかどうかを確かめるために、期末日前後の一定期間の取引に限定して財務諸表項
目の監査の一環として実施されるものである。
　実査と財務諸表項目の監査の一環として行われるTOTとの関係は【図表1】のように示される。
【図表1】実査と財務諸表項目の監査の一環として行われるTOTとの関係
　　　　　　　　　　　　　　期末日
　　　　　　　　　　　　　　実査
　　期末日前後の一定期間の取
　　引についてTOTを実施する
（出所）長吉他〔2011〕p．102。
　以上のように、財務諸表項目の監査においては、財務諸表を構成する各財務諸表項目のGAAPへ
の準拠性を直接的に立証する監査証拠と、間接的に立証する監査証拠を入手して、当該財務諸表項目
を検証する。こうした監査証拠による財務諸表項目の立証は、確定計上された財務諸表項目について
行われるという点に特徴がある。
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3．継続監査における監査証拠
（1）継続監査の意義
　以上の監査証拠の入手方法は、財務請表項目の直接的立証または間接的立証という違いはあるもの
の、いずれも貸借対照表の各勘定のなかで一義的に存在する項目についての監査証拠の入手方法とし
て意義をもっている。これに対し、多数の独立した項目が集まって1つの勘定残高を構成している場
合には、以上の監査証拠の入手方法は必ずしも有効ではない場合がある。たとえば、売掛金、買掛金4、
仮払金、前払費用、未払費用等々の期末残高は、多くの独立した項目の集合からなっているため、上
記の監査証拠の入手方法では、なかなか有効な監査証拠を入手しにくいものである。そこで、これら
の各勘定の適正性を検証するための監査証拠の入手には、CICA／AICPA〔1999〕が発表した継続監
査の思考を用いて、そこで採用されている監査手法を用いるのが適切である。
　継続監査とは、「独立の監査人が、監査対象の基礎となっている事象の発生と同時にまたは短期間
のうちに一連の監査報告書を発行し、これにより監査対象に関する保証を書面によって提供する方法
である」（CICA／AICPA〔1999〕p．5，§1．）。継続監査においては、監査人は、監査対象の基礎になっ
ている事象の発生と同時にまたは短期間のうちに監査証拠を入手し、監査対象の適正性を検証し、そ
して、監査意見を表明することとされている。そこでは、監査人は、監査対象の発生と消滅に関する
取引を常時継続的にモニターすることによってその取引内容を把握し、企業の情報システムと監査事
務所の情報システムとを結合させたうえで監査手続を実施して監査証拠を入手し、そしてその妥当性
を検証するのである。つまり直接的に監査証拠を入手して検証するのではなく、取引を常時継続的に
モニターすることによって当該取引の定型性・非定型性を判断し、その結果に応じた監査手続を実施
することによって、間接的に監査証拠を入手しようとするものである。いわば、企業の情報システム
と監査事務所の情報システムを結合させて監査手続を実施する大がかりなTOTと考えることができ
る。
　継続監査の意義は次のように想定されている（CICA／AICPA〔1999〕pp．5－7）。
　　●書面による保証の提供
　　　　継続監査の結論は、監査人の意見として書面によって提供される。
　　●保証の水準
　　　　継続監査も財務諸表監査と同様に高い水準の保証を提供する。
　　●適切な規準
　　　　監査人が監査対象の適正性を判断するには適切な判断規準の存在が必要である。
4　売掛金や買掛金の実在性の検証は前述の確認が有効であるが、確認はすべての口座に対して実施されるとは限らな
い。すなわち、確認は試査で実施されるのが通常である。ここで取り上げている売掛金や買掛金の検証は、確認の選
定先にふくまれなかった口座に関する有効な検証方法である。
一281一
第51巻第1号201210
●継続監査意見形成の基礎
　　監査人は、不正または不当な取引を看過する可能性を合理的に低い水準に抑えるために、継
　続監査手続の種類、実施時期および実施範囲を立案し、実施する。監査人は、これによって継
　続監査意見を形成する基礎を確立することができる。
（2）多数の独立項目に関する監査証拠
　CICA／AICPA〔1999〕によれば、監査人は、企業で発生した取引を自らが常時継続的にモニター
することによって、そこに不正または不当な取引がふくまれていないかどうかを検証する。そしてそ
の検証結果によって、当該勘定残高の適正性を判断する。CICA／AICPA〔1999〕は監査意見の表明
まで想定しているが、本稿ではこれを監査証拠の入手のみに限定して考えてみる。しかし、それでも
CICA／AICPA〔1999〕は、多数の独立した項目が集まって1つの残高を構成している勘定の監査証
拠の入手方法について有用である。
　継続監査の条件は【図表2】および次に示すように6項目が想定されている（CICA／AICPA〔1999〕
ppユ2－18）。
①3種類の監査対象
　CICA／AICPA〔1999〕によれば、信頼できる情報を作成するためには、事象や取引の発生直後に
高度に自動化された処理を行うことが不可欠である。そしてこの処理を効果的に行うために、取引
（データ）を「定型的ハードデータ（routine　hard　date）」、「非定型的ハードデータ（nonroutine　hard
date）」および「ソフトデータ（soft　date）」の3種類に分類する。
　定型的ハードデータとは、認識や測定が容易なデータである。たとえば、得意先に対する売上デー
タは、コンピュータ化されたシステムによって自動処理されやすいため、継続監査になじみやすい。
そして、通常、監査人はこのデータの固有リスク（lnherent　Risk，　IR）と統制リスク（Control　Risk，
CR）、したがって重要な虚偽表示のリスク（Risk　of　Material　Misstatements，　RMM）は低い水準に
あると判断する。
　非定型的ハードデータとは、状況によって発生頻度または発生金額が異なるものである。たとえば、
期末棚卸資産の数量や得意先に対する与信限度額などがある。これらのデータは継続監査になじみに
くいものであるが、ITが発展すれば定型的ハードデータへ変化していく可能性がある。
　ソフトデータは、事象や条件に関する仮定や判断に依存するかなり主観的なデータである。これは
自動処理になじみにくい。これには、たとえば棚卸資産の正味実現可能価額に関する情報などがある。
②監査対象を作成するシステムの信頼性
　これは、システムが特定の期間や条件の下で有効に機能することである。継続監査の場合、取引の
発生直後の情報作成、監査、そして報告書作成という一連の作業を瞬時に実施するためには、かなり
高い能力をもつシステムを構築しなければならない。
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③高度に自動化された監査手続
　監査証拠を即座に入手するためには、監査人の実施する監査手続が企業の情報システムと統合され、
高度に自動化されて実施されなければならない。
④監査手続の結果を即座に入手できる手段
　監査手続を実施した結果、追加の手続が必要と考えられる場合には、監査人はその事実を即座に入
手できる手段が必要である。
⑤監査人のITと監査対象への高度な習熟
　監査人はITと監査対象について高度に習熟している必要がある。
⑥継続監査報告書のタイムリーな公表
　継続監査報告書のタイムリーな公表に関する手続を企業が構築し、監査人はその妥当性を検証する
必要がある。
【図表2】継続監査に必要な条件
②監査対象を作
　成するシステ
　ムの信頼性
③高度に自動化さ
　れた監査手続
①3種類の
　監査対象
??????????? ?? ?⑤
⑥継続監査報告書の
　タイムリーな公表
??????????????④
（出所）CICA／AICPA〔1999〕p．12。
（3）監査人の独立性と二重責任原則
　以上のとおり、CICA／AICPA〔1999〕は、多数の独立した項目が集まって1つの勘定残高を構成
している場合における監査証拠の入手方法について、大規模なTOTを想定して検討している。この
方法は、前述の方法ではなかなか有効な監査証拠を入手しにくい監査対象についても、かなり有効に
監査証拠を入手できる方法であると考えられる。
　しかしながら、このような検証方法を用いることは、監査人の独立性や二重責任原則に抵触する可
能性がある。すなわち、CICA／AICPA〔1999〕によれば、監査人が継続監査を実施するためには、
監査事務所の1青報システムと企業の情報システムとを高度に統合する必要があるが、そのため、監査
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人には、従来の財務諸表監査以上に、内部監査の積極的な利用や大幅な内部監査人との共同作業が必
要となるであろう。そして、このことは企業側と共同して作業を行うことを意味するので、監査人が
企業の1青報作成に関与する可能性を否定できないことになる。これは、現在の監査理論では監査人の
独立性の問題に抵触し、同時に監査における二重責任原則にも抵触する可能性が生じ得ることにな
る5。
4．会計上の見積りの監査における監査証跡
（1）会計上の見積りの監査の特徴
　今日の財務諸表には経営者による会計上の見積り（accounting　estimates）の要素6が多くふくま
れている（企業会計審議会〔2002〕三1．（5））。会計上の見積りとは、ある項目を財務諸表に計上
する場合、その項目の数値を正確に計算することができないため概算で算出することである。会計上
の見積りによる計上が行われる理由は、財務諸表に計上される金額が将来事象の結果に依存するため
に財務諸表作成時点では確定できないことや、すでに発生した事象ではあっても見積りに不確実性が
存在するため公正価値によって計上する場合などがある（以上、AICPA〔2012〕AU§342．01，
IAASB〔2012〕ISA540：7（a），監基報540：6項（1））。
　ある財務諸表項目が財務諸表作成時点で不確実な状況にある場合、経営者は、財務数値を算出する
ためには会計上の見積りによらざるを得ないが、この場合、経営者は当該項目に関する仮定を設定す
ることになる（監基報540：A8項）。その理由は、経営者が利用できる情報には不確実なものが多く、
その信頼性もさまざまなので、経営者が当該項目の財務数値を計上するためには、不確実な情報を何
らかの仮定に基づいて補完し、その結果によって財務数値を算出せざるを得ないからである。そして、
その不確実な情報を補完する際に経営者の判断が介入し、仮定が設定される。こうしたことから、会
計上の見積りには、仮定の設定に関する経営者の判断が大きな影響を与えることになる（以上、監基
報540：2項）。
　ここで、もし経営者が、情報が不確実なことを奇貨として、財務諸表利用者に誤解を与えるために
財務報告の中立性を欠くような仮定を設定して財務数値を計上したとすれば、それは経営者による不
正となる（監基報540：A10項）。
　会計上の見積りは経営者の主観的判断に依存することから、依存の程度が高いほど、財務情報の作
成および表示において経営者の中立性が欠如しやすくなる。すなわち、経営者の偏向が生じやすくな
る。そのため、会計上の見積りにおいては、一般にIRは高くなる。そして、同じ理由により、有効
な内部統制を確立することが困難となり、また仮に内部統制を確立できたとしても経営者がこれを無
5　なお、長吉〔2002〕pp．31－32を参照されたい。
6　会計上の見積りの不確実性は、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせることがある（IAASB〔2012〕A51，監基
報540：A50項）ので、会計上の見積りの監査は、財務諸表監査において非常に重要な意義をもっている。
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効7にする危険性が高くなるため、CRは高くなる8。すなわち、会計上の見積りは経営者の偏向によっ
て影響を受けやすくなるので、会計上の見積りに関する不確実性の程度は企業のRMMに影響を与
えることになる（監基報540：2項）。
　こうしたことから、監査人は、会計上の見積りの監査に際しては、正当な注意を払い、職業的懐疑
心を保持9して慎重に監査を行わなければならない。
会計上の見積りには【図表3】のような例がある。
【図表3】会計上の見積りの例
・貸倒引当金
・滞留または処分見込等の棚卸資産
・製品保証引当金
・資産の償却方法または耐用年数
・投資額の回復可能性に不確実性が存在する場合の減損
・工事契約等の長期契約
・訴訟の調停や判決により生ずる費用
（出所）ISA540：A6，監基報540：A　6項一部修正。
（2）計算プロセスの妥当性の検証
監査人は会計上の見積りの合理性を判断するために、まず、企業のRMMを評価しなければなら
7　従来は経営者による内部統制の「無視」と表現されていたが、経営者は内部統制を無視するのではなく、内部統制
の効果をなくすように行動することから、最近では内部統制の無効化と表現されている。
8　企業会計審議会は内部統制の限界を次のように示している（企業会計審議会〔2011〕13）。
　●内部統制は、判断の誤り、不注意、複数の担当者による共謀によって有効に機能しなくなる場合がある。
　●内部統制は、当初想定していなかった組織内外の環境の変化や非定型的な取引等には、必ずしも対応しない場合
　　がある。
　●内部統制の整備および運用に際しては、費用と便益との比較衡量が求められる。』
　●経営者が不当な目的の為に内部統制を無視ないし無効ならしめることがある。
　　また、監査基準委員会は内部統制の限界について、「内部統制は、いかに有効であっても、企業の財務報告の信頼
性を確保するという目的の達成について企業に合理的な保証を提供するに過ぎない。財務報告の信頼性を確保する目
　的を達成する可能性は、内部統制の固有の限界により影響を受ける。」として、内部統制の固有の限界を次のように
示している（監基報315：A43－A45項）。
　●意思決定時の判断誤りや過失により、内部統制が機能しない。
　　　たとえば、内部統制のためにある情報を作成しても、その情報を検討した者が目的を理解していなかったり適
　　　切な行動を取らないことにより効果的に使用されなければ、内部統制は有効に機能しないことがある。
　●内部統制は、共謀による場合、または経営者が不当に内部統制を無効化した場合にも、本来の機能を果たせない。
　　　たとえば、経営者が、正規の承認を受けることなく標準的な販売契約の条件を変更した場合には、不適切な収
　　　益認識につながることがある。
　●内部統制のデザインおよび業務への適用に際し、経営者は、業務に適用する内部統制の種類と程度やその適用の
　　前提となるリスクの種類と程度に関する判断を行うことがある。
9　正当な注意を払う監査局面と職業的懐疑心を保持する監査局面とは、微妙に異なる。前者は、監査契約の締結から、
監査の実施、監査報告書の提出、監査調書の保管等、監査業務のすべての局面に及ぶ。これに対し、後者は監査を実
施している最中、すなわち、監査証拠のもつ証明力の評価や、他の監査証拠と矛盾していないかどうかの判断、ある
　いは、不正による重要な虚偽の表示の存在についての検討など、監査手続の実施局面が中心である。詳細は長吉〔2012b〕
　第1部第7章を参照されたい。
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【図表4】RMMを評価するための監査手続
（1）会計上の見積りに関連して適用される財務報告の枠組みにおいて要求される事項（関連する開示をふ
　くむ。）
（2）経営者が、財務諸表において認識または開示するために、会計上の見積りが必要となる取引、事象お
　よび状況を把握する方法
　　これらを理解するために、監査人は、新たな会計上の見積りの必要性または既存の会計上の見積りに関
する修正が必要となる状況の変化について、経営者に質問を行わなければならない。
（3）以下の事項に関する経営者が会計上の見積りを行う方法およびその基礎データの理解
　　①会計上の見積りを行う際に使用する測定方法（測定モデルもふくむ。）
　　②関連する内部統制
　　③経営者による専門家の利用の有無
　　④会計上の見積りに係る仮定
　　⑤会計上の見積りを行う方法に前年度から変更があるかどうかまたは変更が必要であるかどうか、お
　　　よび変更があるまたは変更が必要な場合にはその理由
　　⑥経営者が見積りの不確実性の影響を評価しているかどうか、および評価している場合にはその方法
（出所）IAASB〔2012〕ISA540：8，監基報540：7項。
ないが、IAASB〔2012〕ISA540：8および監基報540：7項は、その評価を行うための監査手続を【図
表4】のように示している。
　たとえば、【図表4】の（2）は、経営者が会計上の見積りが必要と考える取引、事象および状況
の適切性に関する検証であり、したがって会計上の見積りについての経営者の意図の妥当性の追及で
ある。（3）は、（2）を踏まえたうえで、会計上の見積りについて、全般的に経営者が行った計算過
程の妥当性の追及である。そこには、会計上の見積りの測定方法、当該見積りの測定に関する企業の
内部統制、会計上の見積りの前提となる仮定、会計上の見積りに関する会計処理の変更、そして、見
積りに関する不確実性の影響がある。
　監査人は、このような事項を中心にして企業のRMMを評価し、経営者が計上した見積り金額の
合理性を追及するのである。見積り金額の合理性の追及では、とくに会計上の見積りを算定するため
の測定方法とその前提となる仮定の合理性を追及することが重要と考えられる10。本稿では、その測
定方法とその前提となる仮定をまとめて「計算プロセス」と表現することにする。
　前述の財務諸表項目の監査において監査人が入手する監査証拠は、財務諸表を構成する各財務諸表
項目のGAAPへの準拠性を直接的・間接的に立証する監査証拠であったが、会計上の見積りの合理
性の検証においては、監査人は、見積り金額が算出される計算プロセスの合理性を追及するのである。
いわば、計上された見積り金額に関する状況証拠の追及である。本稿ではこの状況証拠を監査証拠と
はよばずに、監査証跡と表現している。
　このように、会計上の見積りの適正性の監査は、会計上の見積りを算定するための測定方法と、そ
の前提となる仮定の適切性という計算プロセスの妥当性の検証である点に大きな特徴がある。これは、
10会計上の見積りを算定するための測定方法とその前提となる仮定の合理性の検討については、別稿を予定している。
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会計上の見積りが概算計上であることに由来するものである。
　一方、前述した財務諸表項目の確定計上科目については、監査人は、監査要点に適合した十分かつ
適切な監査証拠の入手が求められている。そこで求められている監査証拠は、財務諸表に計上された
財務数値がGAAPに準拠しているかどうかを立証するための資料であって、【図表4】の（2）や（3）
で示されている企業のRMMの評価や、その結果を受けての計算プロセスの合理性を立証するため
の資料ではない。
　以上の監査証拠の性格の相違は、財務諸表項目の確定計上と概算計上の監査という監査対象自体の
性格の相違から生じているものである。
　こうしたことから、財務諸表項目のGAAPへの準拠性の検証のための証拠ではない証拠、すなわ
ち計算プロセスの合理性の追及によって得られた監査証拠が、監査基準・第三実施基準一3が監査
人に指示している十分かつ適切な監査証拠といい得るかどうか疑問が生じるところである（長吉
〔2012a〕　pp．9－10）。
5．監査証跡と「監査意見形成の基礎」との関連
　すでに指摘したとおり、監査とは、経営者が作成した財務諸表に記載された財務情報がGAAPに
どの程度準拠して作成されているかについて監査人が立証し、その結果を意見として表明する活動で
ある。
　しかし、監査人は、財務諸表全体を監査の対象として直接的に立証することはできない。このため、
監査人は、財務諸表を数十種類の勘定科目に分解してこれを立証すべき単位に設定して監査を実施す
る。これは監査対象の「分解」である。
　また、適正性についても、その概念があまりにも大き過ぎ、かつ一般的・抽象的過ぎるためこれを
直接的に立証することはできない。このため適正性命題を分割し、立証すべき小命題としての個別的・
具体的な監査要点11を設定する。これは適正性命題の監査要点への「分割」12である。
　つまり、監査人が行う監査の方法は、財務諸表を数十種類の勘定科目に分解してこれを立証すべき
対象として設定し、これに監査手続を適用して監査証拠を収集し、そして、適正性命題を分割した立
11平成23年12月22日に一括して公表された新しい監査基準委員会報告書では、監査要点という用語はなくなった。し
　かし、監査要点は、監査人が設定した立証すべき目標（企業会計審議会〔2005〕二5）としての意義を有しており、
　これはなお有効である。
12　本稿では、監査人が財務諸表の適正性を立証するに際し、監査対象を財務諸表全体から勘定科目へ分け、かつ、適
　正性という一般的・抽象的な概念を個別的・具体的な監査要点に分けることを前提にしている。そして、前者を「分
　解」とよび、後者を「分割」と表現している。分解とは「①一体をなすものを個々の要素に分けること。また、分か
　れること。②合成物がその構成要素に分かれること。また、それを分けること。③化合物が、2種以上の物質に分か
　れること。また、分けること。」であり、分割とは「いくつかに分けること。分けて別々にすること。」（以上、広辞
　苑第6版）である。広辞苑の説明からすれば、分解と分割は似たような意味であろうが、分解のほうが分割に比べて
　対象の具象性が高いと思われる。そこで、本稿では、具象性の高い監査対象に分解という用語をあて、具象性の低い
　立証命題を分割として表現している。なお、長吉〔2012b〕の《図表1－4－2》を参照されたい。
一287一
第51巻第1号　2012　10月
【図表5】除外事項付意見の類型
除外事項付意見を表明する原因の性質
財務諸表に重要な虚偽の表示がある
十分かつ適切な監査証拠が入手できず、重要な
虚偽表示の可能性がある
除外事項付意見を表明する原因となる事項が財務諸表に及ぼ
す影響の範囲、又は及ぼす可能性のある影響の範囲が広範な
ものかどうかという監査人の判断
重要だが広範でない
限定意見（限定付適正意見）
限定意見（限定付適正意見）
重要かつ広範である
否定的意見（不適正意見）
意見不表明
（出所）監基報705：A1項。
証すべき小命題としての個別的・具体的な監査要点を立証するのである。
　監査人は、各勘定科目の立証に際して、上述した3種類のいずれかの方法（財務諸表項目の直接的
または間接的立証、継続監査、会計上の見積りの監査）によって監査証拠を入手する。監査証拠の入
手によって立証できるのは各勘定科目について設定された監査要点であって、財務諸表そのものでは
ない。監査人は、入手した監査証拠によって監査要点を立証し、勘定科目の適正性を立証し、そして、
その結果を統合する13ことによって財務諸表の適否に関する「監査意見形成の基礎」を確立する。そ
して、「監査意見形成の基礎」が確立できたときに監査意見（無限定適正意見、限定付適正意見また
は不適正意見）が表明され、「監査意見形成の基礎」が確立できなかったときには意見不表明となる。
　監査基準委員会は、【図表5】のとおり、除外事項の原因となる事項の重要性と広範性14により、
監査人が表明する監査意見の類型を示している（監基報705：A1項）。
6．むすび
　以上、監査証跡の確保と「監査意見形成の基礎」との関連について考察してきた。本稿では、監査
証跡の入手方法を3つの形態に分けて考察した。そして、広く財務諸表項目を立証するために監査人
が入手する資料を監査証跡とよび、監査証跡のうちでもとくに財務諸表項目を直接的または間接的に
立証する資料を監査証拠とよんだ。本稿で取り上げた3つの方法によって入手できる資料はいずれも
監査証跡であるが、そのうち、とくに第1の方法と第2の方法によって入手できる資料が監査証拠で
ある。
　まず、第1の方法によって入手できる監査証拠は、財務諸表項目の確定計上を前提とした場合の監
査証拠である。監査人は、この監査においては、財務諸表を構成する各財務諸表項目がどの程度
GAAPへ準拠しているかについて、まず直接的に立証する監査証拠を入手し、当該財務諸表項目を
13　監査人が行う具体的な統合の方法については、長吉〔2012b〕pp．332－335を参照されたい。
14重要性と広範性の概念は、監基報705が示しているほど明確ではない。たとえば、財務諸表に非常に重要な虚偽の
　表示が1つあり、これによって当該財務諸表が不適正であると判断された場合、その理由は、非常に重要な虚偽の表
　示が1つであるにもかかわらず、【図表5】の「重要かつ広範である」を適用してよいのかどうかである。監基報705
　の起草委員の発言（JICPA〔2011〕p．10）でも、「広範性」と「重要性」の異同は明確ではない。
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立証する。そこでは、当該財務諸表項目の実在性を立証する実査、立会、確認という個別監査手続が
適用される。そして、監査人は、次に個別監査手続を補強する目的でTOTを行う。このTOTは、
期末日前後の一定期間の取引に不正または不当な取引がふくまれていないかどうかを確かめる目的で
行われるもので、いわば間接的な監査証拠の入手である。
　第2の方法は、多数の独立した項目が集まって1つの勘定残高を構成している場合における監査証
拠の入手方法である。この場合には、第1の監査証拠の入手方法は必ずしも有効ではない。そこで、
監査人は、CICA／AICPA〔1999〕において採用されている監査手法を用いることになる。　CICA／
AICPA〔1999〕は、監査対象の発生と消滅に関する取引を常時継続的にモニターすることによって
取引内容を把握し、企業の情報システムと監査事務所の情報システムとを結合させて監査手続を実施
して監査証拠を入手し、その妥当性を検証するのである。この方法は、直接的な監査証拠の入手方法
ではなく、取引の妥当性の検証を通じた間接的な入手方法である。ただ、この方法による監査証拠の
入手は、監査人が企業の情報作成に関与することもあり得るため、監査人の独立性や監査における二
重責任原則に抵触する可能性がある。
　第3の方法は、経営者によって概算計上された会計上の見積りに関する監査証拠である。ここで求
められる監査証拠は、会計記録の当否や正否等を直接的に立証する証拠ではなく、経営者が行った計
算プロセスの妥当性を追及することによって、経営者による見積り過程の合理性を追及するものであ
る。この結果、財務諸表項目の確定計上の場合の監査証拠とはまったく異なり、特定項目の立証に状
況証拠として有用になる資料が入手される。この資料は、本稿でいう監査証跡である。監査証跡によ
れば、経営者による会計上の見積りの計算プロセスの妥当性は立証されるであろうが、それが監査基
準のいう十分かつ適切な監査証拠となり得るのかどうかという、新たな問題を生じさせることになる。
　監査人は、財務諸表全体を直接的に立証することはできないため、財務諸表を数十種類の勘定科目
に分解して監査手続を実施する。また、適正性についてもこれを直接的に立証することはできないた
め、適正性命題を分割し、立証すべき小命題としての個別的・具体的な監査要点を設定して立証活動
を行う。その結果、監査人は、入手した監査証拠によって監査要点を立証し、勘定科目の適正性を立
証し、そして、その結果を統合することによって財務諸表の適否に関する「監査意見形成の基礎」を
確立する。そしてその結果、「監査意見形成の基礎」が確立できたときに監査意見（無限定適正意見、
限定付適正意見または不適正意見）を表明し、「監査意見形成の基礎」が確立できなかったときには
意見を表明しないことになる。
　このように、監査人は、監査対象の性質に応じて3種類の方法によって監査証拠を入手し、それに
より監査意見形成の基礎を確立するのである。
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